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後を絶たない介護施設の閉鎖
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　介護をめぐる実態は深刻です。2015年4月の基本報
酬の大幅なマイナス改定により事業所は収入が減り、
経営が成り立たず、閉鎖・事業からの撤退が余儀なく
なっています。1月～9月の「老人福祉・介護事業」
の倒産件数は、介護保険法施行以降最悪の倒産件数と
なっています。
　介護保険制度から要支援者を締め出し、要介護者も
給食費引上げや利用料2割などの負担増で介護サービ
スを奪う事態に。社会保障の充実を理由に消費税8％
増税を強行したにもかかわらず、介護保険制度そのも
のが破壊しかねない深刻な事態に陥っています。

介護の要はマンパワー
介護労働者に生活できる賃金を
　介護労働者は「仕事にやりがいがある」と感じてい
るにもかかわらず、賃金は全産業労働者の平均と比べ
て月額10万円も低く(平成26年厚生労働省の賃金構造
基本統計調査)、現場は人手不足で深刻な事態となっ
ています。介護労働安定センターの事業所調査の「従
業員の不足している理由」では、採用が困難72.2％、
人材が確保できない19.8％、離職率が高い17.0％。
採用が困難である原因の一番は、「賃金が低い」
61.3％となっています。
　安全・安心の介護を守るためには、介護労働者の処遇
改善する介護報酬の大幅な引き上げが必要不可欠です。

　９月24日、安倍首相は「１億総活躍社会」
を目指すとし、「新３本の矢」を打ち出し、介
護離職者をゼロにするなどと“大風呂敷”を広げ
ました。歴代自民党政権すら手をつけられな
かった介護保険改悪を次々と行ったことにまっ
たく反省がありません。それどころか、来年度
予算でも公的介護抑制を狙い社会保障費の削減
も続行するかまえです。｢介護離職ゼロ｣という
のなら、介護保険改悪や労働法制改悪を即刻中
止・撤回し、社会保障の拡充、安心して介護を
受けることのできる条件整備を進めるべきでは
ないでしょうか。
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東京商工リサーチ調べより
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倒産が相次ぐ事業所
2015年は９カ月ですでに過去最悪の倒産数
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採用困難の最大の理由は「賃金が低い」
賃金が低い 61.3%
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仕事がきつい

社会的評価が低い

休みがとりにくい

雇用が不安定

夜勤が多い
キャリアアップの

機械が不十分
労働時間が長い
(公財)労働安定センター「介護労働実態調査」
厚生労働省「賃金構造基本調査」より作成
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10万円も違う月収
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請願趣旨
　厚生労働省は2015年６月、2025年には253万人の介護人材が必要とされるが、37.7万人の不足が見込まれる
と発表しました。介護事業の推進にとって、介護労働者の人材確保と処遇改善は喫緊の課題となっています。介護労
働者の処遇は、厚生労働省の賃金構造基本統計調査では全産業平均と月額で10万円の開きがあり、やりがいはあっ
ても働き続けることが困難な実態にあります。介護事業者からも「今の介護報酬では人材確保のために十分な賃金を
支払えない」「人材の確保ができず、事業所の努力だけでは安定的な運営が難しい」との声が出されています。
　2015年４月、政府は介護報酬の2.27％の引き下げを行いました。このマイナス改定は、介護職員の処遇改善（＋
1.65％）、認知症・中重度ケア（＋0.56％）など加算と抱き合わせで実施されましたが、加算を除くと実質的に
4.48％もの大幅な引き下げとなりました。報酬引下げにより、多くの事業所が深刻な経営困難となり、介護サービス
の縮小、介護事業からの撤退など、地域の介護基盤の弱体化・崩壊につながっています。
　国は、マイナス改定と処遇改善加算は両立するとしていますが、介護事業の経営が困難な中で、介護労働者の処遇
が引き下げられるという事態が発生しています。
　地域支援総合事業の実施に伴って、担い手を専門職から無資格労働者・ボランティアやシルバー人材センターへ移
行したり、あるいは外国人の技能実習生制度を介護分野に拡大することとしており、人材確保の根本問題である介護
労働者の抜本的な処遇改善が棚上げされかねません。
　利用者・家族が質の高い介護を受けられるようにするためにも、介護事業所が安定的に介護事業を続けていくため
にも、専門職である介護労働者がいきいきと働き続けられる条件が必要です。介護労働者の人材確保に向けて、国の
責任による抜本的な処遇改善の実現を求めます。あわせて、介護事業の安定と処遇改善を進めるために、介護報酬の
大幅なプラス改定の緊急実施を求め、以下の事項を請願します。

請願項目
１．国の責任で、介護労働者の確保、月額10万円の格差をうめるための施策を早急に実施すること。処遇改

善の対象を介護職場で働くすべての従事者に拡大すること。
２．介護労働者の処遇改善、介護事業の安定と充実したサービスが提供できるよう、介護報酬の大幅なプラス

改定を緊急に実施すること。

介護労働者の処遇改善と介護報酬の緊急改定を求める請願署名

衆議院議長 殿
参議院議長 殿

氏　　　　　名

※上記個人情報は国会請願以外には使用しません。

住　　　　　　　　　　所

年　　月　　日

（取扱団体）全国労働組合総連合
〒113-8462　東京都文京区湯島2‒4‒4
TEL03-5842-5611　FAX03-5842-5620


